
25

72 | 表題と要約/分析

提案 保釈金を、公共安全と逃亡する危険性 
を基にしたシステムに切り替える 
法律に関する住民の直接投票。 25

公式の表題と要約 司法長官が作成

背景
二つの方法で、裁判前に刑務所から釈放
します
逮捕後に拘置。犯罪で起訴された者は、第一審裁
判所で実際の訴訟が審理される前に、第一審裁判
所でのさまざまな手続きを行う必要があります。
最初の裁判の手続きは、罪状認否として知られて
いますが、裁判所は起訴された容疑を当人に伝
え、必要であれば弁護士を指名します。逮捕され
た者の一部は、罪状認否の前に郡の刑務所に連行
されます。刑務所を運営している郡の保安官は、
その者をすぐに釈放するか、刑務所に入れるかを
選択できます。
裁判前に刑務所から釈放。州憲法のもとでは、特
定の重罪を除き、逮捕され、郡の刑務所に入れら
れた者は、裁判前に釈放される権利を持っていま
す。憲法では、これらの者を法外ではない条件で
釈放することを規定しています。裁判前に釈放す
る者に関して決断をするとき、第一審裁判所は
次のことを考慮する必要があります。(1) その者
が告発されている犯罪の重大さ、(2) その者の前
科、(3) その者が法廷に出廷する可能性。裁判所 
はこれらの決断を下すのに役立つ、危険査定 

ツール（下記に詳細を記載）など、さまざまな情
報を利用することができます。
州法では、人は通常、次の二つのいずれかの方法
で裁判前に刑務所から釈放されます。

• 自己誓約。第一審裁判所は、一般に将来必要と
される裁判所での手続きに出頭する誓約を意味
する「自己誓約」(OR) によって人は保釈され
ます。刑務所を運営している保安官も、特定の
条件のもと、ORにより人を釈放します。

• 保釈金。保釈金で人は保釈されます。保釈金
は一般的に必要に応じて出廷することの金銭
的な保証を意味します。

裁判前危険査定ツール (Pretrial Risk Assessment 
Tools)。多くの裁判所または郡では、裁判前に保釈
するかどうかの判断を助けるために、保釈される
者が新たな犯罪をする、または裁判に出廷しない
危険度（または可能性）を査定するツールを使 
用しています。これらのツールはある種の特徴 
（若いなど）を持つ者は新たな犯罪を起こす、 
または裁判所に出廷しない可能性が高いことを示
す研究に基づいて開発されました。ツールは人々
の特徴に基づいてポイントを割り当てます。例え
ば、あるツールは、22歳未満の者は、年長者より
罪を犯す可能性が高いため、より多くのポイント
を割り当てます。同様に、過去に何度も裁判所に

賛成票は以下を行う2018年法を承認し、反対票は
拒否する:

• （裁判前に刑務所から釈放されるための）保釈
金システムを公共安全と逃亡する危険性の判断
を基にしたシステムに取り替える。

• ほとんどの軽罪で裁判前に刑務所に拘留される
人を制限する。

立法アナリストによる州政府及び地方政府
の財政的影響の推定純損益要約：
• 裁判前に刑務所から釈放する新たなプロセスの
ために、年間数億ドル中盤まで州および地方経
費が増える可能性がある。増大する州費用の 
一部は現在この種の作業量に費やされる地方資
金によって相殺されるかどうかは不明である。

• 減少する郡刑務所費用は年間数千万ドル後半に
なる可能性がある。

• 一般的に市民が商品に対して支払う金額関連よ
りも裁判前に刑務所から釈放されるために支払
う州および地方税収への影響は不明である。

立法アナリストによる分析

提案本文は州務長官のウェブサイトをご覧ください 
voterguide.sos.ca.gov 

http://voterguide.sos.ca.gov 


25

 分析 | 73

立法アナリストによる分析 続き

出廷しなかった者は、将来も出廷する確率が低い
ため、多くのポイントを割り当てます。個人の危険
度は、受け取るポイントの合計数で決まります。この 
危険度はその者を保釈するのかどうか、および、 
どのような条件で保釈するかを決定するのに役立 
ちます。

保釈金で釈放
保釈金の額は各第一審裁判所が決定します。州法
では各郡の第一審裁判者が保釈表を採択すること
を義務付けています。この表には各犯罪の保釈に
必要な保釈金額が記載されています。一般的に保
釈表は郡により異なりますが、重い犯罪には、 
より多くの保釈金が必要となります。例えば、現在
のLos Angeles郡の保釈表では偽造には$20,000、
住宅の放火には$250,000が必要になります。
保釈金提供の2つの方法。方法とは: 

• 裁判所に本人が直接持参。釈放に必要な金額
に相当する現金、財産、またはその他の物 
を第一審裁判所に持参することができます。 
これは通常当人が必要な裁判所に出廷したと
きに返却されます。

• 保釈金立替業者により提供。当人は、保険会
社が支援する保釈金を購入するために、保釈
金立替業者に返金不可の手数料を払います。
この手数料は通常その者の保釈金額の10パ 
ーセント以下です。保釈金立替業者は保釈金
を提供することで、もし当人が要求に応じて
裁判所に出廷しない場合、全額の保釈金を支
払うことに同意します。この場合、保釈金立替
業者は当人に返済を求めることができます。

出廷しない場合、まれに保釈金全額を支払うことに
なります。当人が要請された裁判所に出廷しない場
合、裁判所は保釈金を取り上げるかどうか決定する
ことができます。州法は保釈金全額を支払わなけれ
ばならない場合の定義をしています。例えば、裁判
所の決定から180日以内に、法執行または保釈金回
復スタッフ（「バウンティ・ハンター」と呼ばれる
こともある）によって当人が拘留された場合、保釈
金は支払われません。その他、裁判所が保険会社に
保釈金の支払いが必要だと適切に通知しなかった場
合も保釈金は支払われません。その結果、保釈金が
実際に支払われることは少なくなります。郡や市は
支払われた保釈金を受け取ります。

保釈金業界は州が規制しています。これには約
2,500の保釈金立替業者の認定と、この保釈金を
保証する約20の保険会社が設定した保釈金の手数
料の監視も含まれます。州はまた保釈金立替業者
と保険会社に対する苦情を調査して、行政的対処
をすることもできます。さらに、州は地方政府を
協力して、裁判所における保釈金立替業者や保険
会社の犯罪行為を起訴しています。州は規制費用
の支援のために手数料を請求します。
2018年、保釈保証金業界は$60 億の保釈金を支
給し、$5億6000 万の保釈金手数料を徴収しまし
た。保険会社はこの手数料の2.4パーセントを州
の保険税として支払う必要があります。2018年は
$1300万でした。

刑務所からの釈放は裁判前のさまざまな
時期となることがある
罪状認否前の保釈の手続き。一般的に、ある特定
の犯罪では、保釈表に記載されている保釈金を提
供すると、当人は罪状認否前に刑務所から釈放さ
れます。一部の郡では、第一審裁判所が他の組織
に（郡の保護観察部）特定の者について、罪状認
否前に釈放を認めさせることができます。これら
の者は、特定の条件（定期的に自分の所在を郡の
保護観察スタッフに知らせる）に従うことが義務
付けらます。保釈金を提供しない者や保釈されな
い者は、罪状認否前まで拘留されます。
罪状認否後の保釈の手続き。罪状認否で、裁判所
は次のことを決定します。(1) 当人を刑務所に拘
留する、(2) 釈放に必要な保釈金の金額を変更す
る、(3) 自己誓約 (OR) で当人を釈放する。ORで釈
放されない者や必要な保釈金が提供できない者は
通常、郡の刑務所に拘留されます。裁判所は釈放
された者に特定の条件に従うように義務付けるこ
とができます。裁判前の保釈に関連した手数料が
請求される場合もあります。例えば、電子監視料
金を請求されるかもしれず、これは裁判所が命 
じる条件かもしれません。裁判所は審理までに、 
または事件が他の方法で解決するまでに、これら
の決定を修正することができます。

2018年に新たな保釈金および裁判前に関 
する法 (NEW BAIL AND PRETRIAL LAW) が可決
2018年、保釈金を撤廃し、裁判前に刑務所から
保釈されるためのプロセスの変更をする上院法案 
(SB) 10を州議会は通過させ、知事はその法の署名
をしました。この法律は2019年10月1日に施行さ
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れる予定でした。しかし、SB 10に対する住民の
直接投票で、2019年1月この投票が資格を得た 
ため、施行されませんでした。州憲法のもとでは、
住民の直接投票が新しい州法について投票の資格
を得た場合、その法律は有権者がこれを施行する
か決定するまで保留にされます。 

提案
New Bail and Pretrial Lawを施行するかどうか決定
する。提案25はSB 10の住民直接投票であり、この 
法案を施行するかどうかを決定します。賛成票で 
SB 10が施行され、反対票はSB 10を拒否します。 
具体的には、この提案を承認されると以下のこと 
が行われます。(1) 保釈金で釈放することを撤廃、 
(2) 罪状認否前の釈放ための新しいプロセスを作る、 
(3) 罪状認否前の現行の釈放のプロセスを変更。 

保釈金で釈放することを撤廃
提案25は、裁判前に郡の刑務所から保釈金で釈放
することを撤廃します。

罪状認否前の釈放のための新しいプロセ
スを作る 
ほとんどの軽罪では自動的釈放を義務付けます。
この提案は、重罪より軽い軽罪で郡の刑務所に入
れられた大半の者を、刑務所に入れてから12時間
以内に自動的に釈放することを義務付けるもの 
です。軽罪でも、家庭内暴力や過去一年間二回以
上裁判所に出廷しなかったことから刑務所に収監
された場合は、自動的には釈放されません。
重罪や一部の軽罪の釈放には評価が必要となり 
ます。この提案は、(1) 重罪、および (2) 軽罪で 
刑務所に収監された者が自動的に釈放されない 
場合、新たな罪を犯したり、釈放された場合に裁
判に出廷しない危険性を評価する必要があります。 
評価スタッフは、公判前手続き危険査定ツールで
決定した各当人の危険性のレベルなどを含む特 
定の情報を収集します。スタッフは通常危険度が
低いと判断した者を釈放することを義務付けられ
ます。各第一審裁判所の規則によりますが、中レ
ベルの危険度の者も評価スタッフや裁判官により 
釈放される場合もあります。釈放された者は特定 
の条件に従う必要があります。これらの条件には、 

定期的に自分の所在を郡の保護観察スタッフに知
らせることや、電子監視などの監視が含まれます。 
しかし、危険度の低い者の条件には監視は含まれ
ません。裁判所は正当な理由があれば、条件を変
更することができます。現行法とは異なり、釈放
の条件としてお金の請求はできません。高い危 
険度、中程度の危険度で釈放されない者、そして
特定のその他の者（例えば殺人や住宅の放火など
の特定の重罪で起訴された者）は罪状認否まで郡
の刑務所に拘留されます。評価と釈放は、刑務所
に収監されてから36時間以内に完了される必要が
あります。
裁判前の評価を担当する第一審裁判所。提案25で
は州の第一審裁判所が裁判前の評価の責任を負い
ます。これには以下のようなさまざまな活動を含
みます。(1) 裁判前危険査定ツールを使用して危
険度を決定、(2) 当人の危険度に関し、追加の情
報を収集、(3) 危険度の水準に基づいて特定の者を 
釈放、(4) 裁判前の釈放の条件を裁判所に提言。第
一審裁判所は、裁判所の従業員を評価スタッフと
して使うことができ、これらの活動を行うた 
めに、特定の地方公共団体（郡の保護観察部など）
と契約をすることができます。裁判所や既存の地
方公共団体がこれを行う意思や能力がない場合、
裁判所はこの活動を特別に行うために作られた新
たな地方公共団体と契約することができます。

罪状認否での釈放のプロセスを変更
罪状認否では、通常、刑務所にいる者はORによっ 
て釈放されます。地方検事は、以前釈放されてい
たかどうかにかかわらず、裁判まで当人を刑務所
に拘留するために聴聞を要求することができます。 
当人が拘留されるのは特定の状況のみであり、 
例えば裁判所が当人が罪を犯さない、または法廷
に出廷するのを保証する条件がないと裁判所が判
断した場合です。釈放された者は一定の条件に従
う必要はありますが、保釈の条件として、お金を
請求することはできません。罪状認否の後、地方
検事または国選弁護士は、例えば事件に新たな証
拠があるなど、特定の状況下で、拘留尋問を要求
することができます。裁判所は、裁判前の評価の
スタッフが新たな情報が提供した場合、特定の状
況のもと、ORの決定や釈放の条件を修正すること
ができます。 



25

 分析 | 75

立法アナリストによる分析 続き

財務的影響
提案25は州と地方の経費両方に影響を及ぼすと 
予測されます。この影響の実際の大きさは不明で
あり、提案の解釈や施行のされ方に依存する見込
みです。例えば、裁判所は裁判前に何人の者を釈
放するのか、彼らの従うべき条件については、 
不明です。そのため、影響は大きい可能性も、 
次の推測より小さい可能性もあります。
州および地方の裁判前釈放費用の増加新しい裁判
前の釈放プロセスにより、州の第一審裁判所だけ
でなく、郡の地方検事や国選弁護士も同様に仕事
量が増えるでしょう。例えば、新たな拘留尋問 
に関する仕事があります。この仕事量の増加は、 
他の仕事の減少により相殺される可能性があり 
ます。例えば、必要な保釈金の額についての聴聞
の仕事はなくなります。
さらに、州の経費は、州の第一審裁判所が裁判 
前の評価の責任を負うため、増加します。州は、 
裁判前に釈放され監視する者の人数が増えるため、
監視費用も増加するでしょう。
全体として、州および地方の裁判前の経費の増 
加は、年間数億ドル中盤になるでしょう。この金
額は、州の現在の一般基金予算の1パーセント未
満です。実際の経費増加の大きさは、さまざまな
要因に左右されます。主な要因は、裁判前に釈放
された人数、釈放の条件（例えばどの程度の監視
が必要かなど）、およびこれらの条件の費用など
が含まれます。これらの増加した州の費用は、 
現行の地方政府が裁判前の仕事の費用によって 
相殺されるかは不明です。
郡の刑務所費用の減少。この提案により、郡の 
刑務所の人数は減るでしょう。これは主に、裁判 
前に、多くの人は刑務所に残るより、ORで釈放さ
れる可能性が高いからです。例えば、保釈金を払
うことができなかった者は、新たな裁判前プロセ
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スのもとで、釈放されるでしょう。ただし、刑務
所の人数が減ることは、他の要因によって相殺さ
れるかもしれません。例えば、保釈金で釈放され
ていたかもしれない一部の人は、裁判まで拘留さ
れることになるかもしれません。我々は刑務所の
人数の減少は、地方郡の刑務所の費用を削減し、
実質、おそらく数千万ドル後半になると予測して
います。実際に減少するかは、刑務所に収監され
た人数だけでなく、裁判所で決定した釈放された
人数に依存するでしょう。これらの資源は、他の
郡の活動に向けられる可能性が高いでしょう。
州や地方税収への影響。この提案は州および地方
税収に影響を及ぼすでしょう。一方では、これに 
より、州および地方税収が減るでしょう。例えば、 
保険会社は保証金の手数料にかかる税金の支払い
はなくなります。他方では、州および地方税収は
増えるでしょう。例えば、保証金の手数料に使用
していたお金で、物を買うことができます。この 
物に消費税がかかると、州や地方税収が増えます。 
州や地方税収に対する純粋な影響は不明です。

http://cal-access.sos.ca.gov/campaign/ 
measures/  で、主にこの法案を支持または
反対するために構成された委員会 
のリストをご覧いただけます。
委員会に対する政治献金 

の上位10名は、http://www.fppc.ca.gov/
transparency/top‑contributors.html  

で確認できます。 

州法案の全文をご希望の方は、 
州務長官に電話(800) 339-2865または 

Eメールvigfeedback@sos.ca.gov でお申し出
ください。コピーを無料で送付します。

http://cal-access.sos.ca.gov/campaign/measures/
http://cal-access.sos.ca.gov/campaign/measures/
http://www.fppc.ca.gov/transparency/top-contributors.html
http://www.fppc.ca.gov/transparency/top-contributors.html
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